


宇部市まちなか環境学習館 銀天エコプラザ 
〒755‐0045 山口県宇部市中央町二丁目11番21号 

交通手段  ＪＲ宇部線：「宇部新川駅」徒歩7分 

宇部市営バス：「宇部中央バス停」徒歩3分 

駐車場 無し (近隣の有料駐車場等をご利用ください) 

TEL/FAX  0836-39-8110    

E‐mail  info@ubekuru.com 

開館時間   9時～21時 

休館日  毎週火曜日、年末年始（12月29日～１月３日） 
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市民共同発電事業活動組織体系 

環境歳時記（７月１日）：環境庁発足(1971年) 

津島 

市民・団体・ 
企業・銀行 

記念品返済 

出資・寄付金 

資金調達（募集業務委託） 

株式会社自然エネルギー市民ファンド 
（有資格企業に募集業務委託） 

分配金手数料 資金 

事業主体（コミュニティーパワー） 

非営利型株式会社 

市民共同発電うべ株式会社 

屋根・土地貸与者 
（屋根・土地所有者） 

 屋根貸システム 

発電機設置 
（屋根・土地所有者） 

ゼロ円システム 

名誉 
記念品 

出資金 

株 主（コミュニティーパワー） 

市民・各所団体・工事協力事業者・企業・屋根・土地所有者 

 第二次世界大戦後の戦後復興に続く、高度経済成長で全国的な開発、そして工場立地などが進み、その結果として
自然破壊、公害というものが顕在化してきた。それはイタイイタイ病（１９５５年）、水俣病（１９５６年）、四日
市ぜんそく（１９６１年）、新潟水俣病（１９６５年）の四大公害病に代表されるものでした。それらに対して当初
は対処療法的な個別的、断片的な対応であった。たとえば、１９５８年に「公共用水域の水質の保全に関する法律」、
１９６２年には「ばい煙の排出の規制等に関する法律」が制定されている。しかし、それらは主管省庁が分散してお
り、縦割り行政がそのまま残った状態で効率の悪いものであった。 
 しかも、これら問題の後追い型の対策は、必ずしも十分な対策とはなりえなかった。このため、公害発生源の直接
の規制にとどまらず、計画的総合的な行政によって公害問題の根本的な解決を図ることが要請されるようになり、政
府においては、１９６４年３月の閣議決定により「公害対策連絡会議」が設けられ、基本法についての検討が進めら
れた。また国会でも１９６５年の第４８回国会においては、衆参両院に「産業公害対策特別委員会」が設置され、国
会で初めて本格的に公害問題が議論される場が設けられ、活発な審議が行われ始めた。 
 そして１９６７年２月、政府の「公害対策連絡会議」は「公害対策基本法案」を第５５回国会に提出し、国会で活
発に議論され、同年７月に可決成立し、８月に公布、即日施行された。この「公害対策基本法」の成立を受けて法整
備が進められ、遅まきながら公害関係の法令が体系的に整備されてきた。 
 しかしその後も公害問題は収まるどころかひどくなってきた。そこで１９７０年には政府閣内に「公害対策本部」
が設けられ、公害関係法制の抜本的な見直しがなされた。この年の第６４回国会は召集の主な目的を公害関係法令の
抜本的整備を図ることとし、公害問題について集中的に討議を行った。（公害国会）そして政府提出の公害関係法令
１４案がすべて可決成立することなった。しかし、「公害対策本部」は臨時的な組織であり、公害規制の立案権限、
実施権限も各省庁に分散したままであったので、これを取りまとめ推進していく常設の行政機関が必要となった。 
 そこで当時の佐藤栄作内閣総理大臣の指示のもとこれまで厚生省、通商産業省など各省庁に分散していた公害に係
る規制行政を一元的に所掌するとともに、自然保護に係る行政を行い、併せて政府の環境政策についての企画調整機
能を有する行政機関として１９７１年７月１日に環境庁が発足した。 
環境庁発足を契機として、硫黄酸化物による大気汚染などの産業公害対策は一段と進みましだが、その省庁の枠を超
えた施策の展開に関しては権限が限られており、各省庁の縦割り行政の前に環境行政の総合化には十分とは言えない
ままであった。その後、環境庁は２００１年１月６日、中央省庁再編により改組し、環境省となった。    西村 


